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１ 通信・放送関係６団体の京都議定書自主行動計画の進捗状況（２００７年度実績）

1

団体名 目標指標 基準年度
目標
水準

２００７年度実績
(基準年度比)

CO2排出量
(万t-CO2)

(社)電気通信事業者協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
契約数

１９９０ ▲３０％ ▲３８.５％※１,※３ ４５７.９

(社)テレコムサービス協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
売上高

２００６ ▲１％ ▲０.５％ ７.７９

(社)日本民間放送連盟
CO2排出量

CO2排出原単位＝
放送に関わる有形固定資産額

２００４ ▲１０％ ▲３６.１％※４ ３３.９

(社)日本ケーブルテレビ連盟
電力消費量

エネルギー原単位＝
接続世帯数

２００６ ▲６％ ▲６.２％ ３.１８

(社)衛星放送協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
床面積

２００６ ▲１０％ ▲０.７％ ０.５６

日本放送協会
CO２排出量

CO２排出原単位＝
有形固定資産総額

２００６ ▲８％ ０.８％※５ ２３.９９

２００６年度実績
(基準年度比)

▲３８．５％※１

±０％※２

▲４３.５％

±０％※２

±０％※２

±０％※２

※１：2006年度実績値報告の際に既に2007年度実績値の報告を行ったもの。 ※２：基準年度を2006年度としたため。
※３：電力消費量は増加傾向にあり、携帯電話、インターネット利用増大により目標水準を上回っているが、今後の電力消費量の増加と携帯電話の伸びの鈍化等を考慮すると厳
しい状況にある。

※４：アナログ・デジタルのサイマル放送を実施したことによるCO2排出量の増加が認められるものの、各社ともデジタル用放送設備の追加・更新、更に中継局の建設等が集中し
たことにより、分母となる有形固定資産額が突出したことが要因であり、今後、設備投資がピークを越えたことで設備投資の減少が見込まれるため、楽観できない。

※５：2007年4月の統一地方選、7月の参院選の実施による選挙関連放送の安定確保のため、万一に備えた自家発電装置稼働による燃料使用量の増加等の特殊要因が主因。

○（社）テレコムサービス協会、（社）日本ケーブルテレビ連盟、（社）衛星放送協会は、概ね順調な取組であり、今後、その確実
な目標に向けた取組の推進を期待。
○（社）電気通信事業者協会、（社）日本民間放送連盟は、目標指標の原単位が2007年度実績において目標水準を大きく上
回ってるが、2012年度までのサービス提供のトレンドから、原単位の上昇が予想される。今後、更なる検証、継続した取組が
必要。
○日本放送協会は、特殊要因を除けばほぼ横ばい。協会では更なる取組として、数値目標を導入した「日本放送協会環境自
主行動計画」を2008年1月に新たに策定し、省エネ技術、代替エネルギーの導入、エネルギー節減運動等の一層の推進を
行っている。

対策・施策の進捗状況に対する評価
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２－１ テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進における進捗状況

対策評価指標（テレワーク人口）の実績と見込み

＜積算時に見込んだ前提＞

・ 2010年に約1,300万人（就業者人口6,500万人の20％）が業務の一部をテレワークにより実施。
・テレワークにより削減された通勤交通量（乗用車のみ）からＣＯ２排出削減量を算出。

○排出削減見込量：50.450.4万ｔ－万ｔ－CO2CO2

削減見込量
（単位：万ｔ－ＣＯ２）

対策・施策の進捗状況に対する評価

２０１０年までにテレワーカーを就業者人口の２割とする政府目標の実現に向け、２００７
年５月に「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策定されており、関係省庁が連携して
施策を展開中。
なお、２００８年度にテレワーク人口の調査を実施する予定。

４０８

６７４

９７０

１，１４０
１，３００

１，４６０

１，６３０
テレワーク人口
（単位：万人）



２－２ テレワーク人口倍増アクションプラン

（テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定、ＩＴ戦略本部了承（平成19年5月29日））
2010年までにテレワーク人口を倍増し、就業者人口の２割を達成するためのアクションプランを策定
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テレワークの推進により地球温暖化対策を推進

①テレワークの普及促進のための実証実験の実施

・テレワーク試行・体験プロジェクト
・先進的テレワークシステムモデル実験

②テレワーク環境整備税制

③普及啓発（国際シンポジウム、

地域セミナーの開催）

平成17年11月10日設立。産学官

（総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）の

連携の下、テレワークの普及活動を実施。

テレワークの推進テレワークの推進

テレワーク導入環境の整備テレワーク導入環境の整備

「テレワーク推進フォーラム」との連携「テレワーク推進フォーラム」との連携

総務省職員テレワークの推進総務省職員テレワークの推進
①平成18年10月から、中央省庁では初めて、

育児・介護に携わる職員を対象にテレワーク

（在宅勤務）を開始。
②平成19年5月から、対象職員の限定を外し、

本省勤務の全職員（約2,000名）に
対象を拡大。

２－３ 総務省におけるテレワーク推進施策

「テレワーク人口倍増
アクションプラン」の
着実・迅速な実施

4

参加企業

自宅 外出先 サテライトオフィス

USB型認証キー

社内LAN

就業者が日頃利用する会社内の

自席設置パソコン等に接続

ファイアウォール
テレワークシステム

自席設置
パソコン

業務サーバ
（ファイルサーバ等）

USB型認証キー USB型認証キー

A社
B社

C社

自席設置
パソコン

自席設置
パソコン

インターネットＶＰＮ
インターネット

様々なテレワーク拠点の既存パソコンにUSB型認証キーを挿入するだけでセキュアに社内システムへ接続可能

IP電話用

ヘッドセット

IP電話用ヘッドセット

・リモートアクセス機能
・IP内線電話機能（※）

テレワーク拠点

社内拠点

※IP内線電話機能は希望者のみ

テレワーク試行・体験プロジェクト
テレワーク環境整備税制

総務省職員テレワーク
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（参考） 京都議定書目標達成計画の改定

京都議定書の第一約束期間が始まることから、平成２０年３月２８日、本計画全体の改定を閣議決定。
総務省の情報通信関連施策として、通信・放送業界６団体等の自主行動計画の推進・強化、テレワー
ク等情報通信技術を活用した交通代替の推進が掲げられている。

京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日閣議決定）（総務省情報通信関連施策抜粋）

第３章 目標達成のための対策と施策

第２節 地球温暖化対策及び施策

１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策

①エネルギー起源二酸化炭素

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策

Ａ．産業部門（製造事業者等）の取組

Ｂ．業務その他部門の取組
（ａ）産業界における自主行動計画の推進・強化
業務その他部門：３２業種
（．．．電気通信事業、テレコムサービス、民間放送、日本放送協会、ケーブルテレビ、衛星放送 ．．．）

Ｄ.運輸部門の取組
（ｃ）テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進

テレワーク人口倍増アクションプラン（平成19年５月29日テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定）
に基づき、情報通信技術を活用した場所と時間に捕らわれない柔軟な働き方（テレワーク）を促進すること
により、鉄道、乗用車、バス等による通勤交通量の削減を推進する。
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総務省の施策に係る取組

資料６（参考）
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対策名 自主行動計画の推進・強化

１．排出削減量の実績と見込み

２０１０年における対策がなかった場合の排出量の推計値と対策が実施された場合の排出量

の推計値の差

※ 業務部門、運輸部門における自主行動計画の拡大・強化による効果は、他の省エネ施策と効果が重複

（産業部門）

排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース 6530
対策下位ケース 6530
実績
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実績

（業務部門）※他の省エネ施策と効果と重複

排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース 130
対策下位ケース 130
実績

0

20

40

60

80

100

120

140

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース

対策下位ケース

実績
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（運輸部門）※他の省エネ施策と効果が重複

排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース 1310
対策下位ケース 1310
実績
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対策上位ケース

対策下位ケース

実績

（エネルギー転換部門）

排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース 230
対策下位ケース 230
実績
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

対策上位ケース

対策下位ケース

実績

備考※ 2010 年度削減見込量は、2010 年度において、自主行動計画による対策がなかった場

合の排出量の推計値と、自主行動計画による対策が実施された場合の排出量の推計値の

差。自主行動計画による対策がなかった場合の毎年度の排出量推計値は計算されていな

いため、毎年度の削減量を算出することができない。
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２．対策評価指標の実績と見込み

対策評価

指標

対策評価指標は、自主行動計画を策定している各業種が個別に定めている目標の指標に

ついて、その進捗状況を評価・検証することで対策の進捗を評価している。

※対策評価指標の実績等については別紙参照。

定義・

算出方法

自主行動計画を策定している各業種が、それぞれ目標の指標を定めている。それらの進

捗を、関係審議会等が行う評価・検証により把握。

出典・

公表時期

・ 産業構造審議会地球環境小委員会、中央環境審議会自主行動計画フォローアップ

専門委員会資料（毎年度公表、平成２０年度は平成 年 月 日公表）、

経済産業省・環境省

・ 金融審議会総会・金融分科会合同会合資料（平成 年 月 日）、金融庁

・ 情報通信審議会総会資料（平成２０年１２月）

・ 財政制度審議会たばこ事業等分科会資料（平成 年 月 日）

・ 財政制度審議会国税審議会酒類分科会資料（平成 年 月 日）

・ 文部科学省中央教育審議会大学分科会制度・教育部会（平成 年 月 日）

・ 厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議資料（平成 年 月

日） 
・ 農林水産省自主行動計画フォローアップチーム会合資料（毎年度公表、平成２０

年度は平成 年 月 日公表）

・ 社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同会

議資料（毎年度公表、平成２０年度は平成 年 月 日公表）

備考※

３．対策・施策に関する評価

対策・施策の進捗状況に関する評価

【総務省実施】

○対象業種

通信・放送業界の６業界団体等（（社）電気通信事業者協会、（社）テレコムサービス協会、

（社）日本民間放送連盟、（社）日本ケーブルテレビ連盟、（社）衛星放送協会、日本放送協会）

○所管業種における目標達成の状況

・（社）電気通信事業者協会

目標指標である「エネルギー原単位」は、２００７年度において目標水準を上回っている。

これは、携帯電話等の契約数の増大によるところが大きいが、今後、電力消費量の増加及び携

帯電話等の契約数の鈍化が見込まれることを考えると楽観できない。

・（社）テレコムサービス協会

目標指標である「エネルギー原単位」は、２００７年度において「目標水準」である１％削

減には届いていないが、基準年度（２００６年度）比で０.５％減少となっている。今後、確実

な目標達成に向けて継続的な取組の推進を期待。
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・（社）日本民間放送連盟

目標指標である「ＣＯ２排出原単位」は、２００年度において目標水準を上回っている。これ

は、地上デジタル放送への全面移行を２０１１年に控え、２００６年度をピークに２００９年

度までの間は原単位算出に係る設備投資が著しく増大する特異年度であるためであり、今後は

ピークを越えたことで、設備投資が減少することを考慮すると原単位が徐々に増加することが

予測され、楽観することはできないため、着実な目標達成に向けて継続的な取組の推進を期待。

・（社）日本ケーブルテレビ連盟

目標指標である「エネルギー原単位」は、２００７年度において「目標水準」を０.２％上回

ったが、これは地上デジタル放送への全面移行を２０１１年に控え、契約世帯数が大きく伸び

たことが主因と考えられるが、今後の契約世帯数の伸びの鈍化を考慮すると「エネルギー原単

位」の大幅な改善は期待できず、楽観することはできないため、着実な目標達成に向けて継続

的な取組の推進を期待。

・（社）衛星放送協会

目標指標である「エネルギー原単位」は、２００７年度において「目標水準」である１０％

削減には届いていないが、基準年度（２００６年度）比で０.７％減少となっている。協会では

次年度以降、前年比２％削減（▲２％×５年間＝▲１０％）に向けて取組むこととしており、

確実な目標達成に向けて継続的な取組の推進を期待。

なお、協会では今回、会員各社に再度調査を行い「活動量」や「エネルギー消費量」の精査

を行ったところであるが、当初の目標である「エネルギー原単位」の基準年度比較で第一約束

期間平均１０％削減に変更はない。

・日本放送協会

目標指標である「ＣＯ２排出原単位」は、基準年度（２００６年度）比で０.８％増である。

基準年度比超過は、２００７年４月の統一地方選、７月の参議院選の実施による選挙関連放

送の安定確保のため、万一に備えての自家発電装置稼働に伴う燃料使用量の増加という特殊要

因が主因である。

協会では、次期（２００９年～２０１１年）経営計画を策定したところであり、当該経営計

画で自主行動計画の目標（２０１２年度に「ＣＯ２排出原単位」を基準年比１２％削減（第一約

束期間平均８％削減））達成の推進を掲げており、また、当該経営計画の設備投資に関する方

針を踏まえ、「活動量」の見直しを行うとともに、「ＣＯ２排出量」の精査を行った。（これら

の見直しに伴う第一約束期間の「ＣＯ２排出原単位」の基準年度比率：平均８％削減に変更はな

い。）

○拡大・強化の進捗について

実施した施策の概要と今後の予定

前年度 日本経団連及び個別業種の自主行動計画の透明性、信頼性、目標達成の蓋然性向を向

上させる観点から、関係審議会等において厳格な評価・検証を実施し、個別業種の自主

行動計画の拡大・強化が行われた結果、２００６年度も含め、約２，１００万 t-CO2 の追加

削減効果が見込まれている。
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今年度 （施策強化等の方向性）

次年度以降 以下のとおり、京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日改定）におい

て課題として挙げられている業種に対して、働きかけの強化が求められていると

ころ。

①計画の新規策定

（ぱちんこ、ゲームセンター、証券、病院、大規模展示場）

②定性的目標の定量化

（信用金庫、信用組合、外食）

③目標水準を現時点で超過している業種に係る目標引き上げ

（※は原単位目標の業種）

（ビール酒造、たばこ製造、植物油※、精糖、食肉加工品※、即席食品※、醤油、

自動車、鉱業※、石灰製造、染色、アルミ※、板硝子、ガラスびん、建設機械※、

石灰石鉱業※、衛生設備機器、建設※、鉄道車輌※、百貨店※、ＤＩＹ※、チェ

ーンドラッグストア※、ホテル※、自動車整備、産業廃棄物処理、石油※、ガス、

特定規模電気事業者※）

政府としては、自主行動計画の透明性・信頼性・目標達成の蓋然性が向上するよう、

自主行動計画の評価・検証制度として、関係審議会等による定期的なフォローアッ

プの実行を進めることとし、特に京都議定書目標達成計画において課題として掲げ

られている業種について、以下の方針で取り組むこととする。

①計画の新規策定

【ぱちんこ】

【ゲームセンター】

【証券】

【病院】

【大規模展示場】

②定性的目標の定量化

【信用金庫】

【信用組合】

【外食】
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③目標水準を現時点で超過している業種に係る目標引き上げ

【ビール酒造】

【たばこ製造】

【植物油】

【精糖】

【食肉加工品】

【即席食品】

【醤油】

【自動車】

【鉱業】

【石灰製造】

【染色】

【アルミ】

【板硝子】

【ガラスびん】

【建設機械】

【石灰石鉱業】

【衛生設備機器】

【建設】
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【鉄道車輌】

【百貨店】

【ＤＩＹ】

【チェーンドラッグストア】

【ホテル】

【自動車整備】

【産業廃棄物処理】

【石油】

【ガス】

【特定規模電気事業者】

４．施策の内容とスケジュール

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

関係審議会等に

よる自主行動計

画の評価・検証

施策Ｂ

施策Ｃ

※自主行動計画関係の予算等あれば記載をお願いします。

施策の全体像 2007 年度実績

（2008 年度予定）

［法律・基準］

［予算・補助］

毎年度、関係審議会等において定期的に

自主行動計画の評価・検証を実施。
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［融資］

［技術開発］

［普及啓発］

［その他］
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５．排出削減見込み量の算定根拠等

「排出削減見込量」の算出に至る計算根拠・詳細（内訳等）説明

① 排出削減見込量算定の考え方

排出削減見込量

＝ エネルギー消費削減量 × エネルギー種の構成を加味したＣＯ2排出係数

↓ （Ｃ）

エネルギー原単位の改善割合 × 活動量

（Ａ） （Ｂ）

② 算定方法

排出削減見込量を算定するため、（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）について以下のとおり算定している。

（Ａ）エネルギー原単位の改善割合

各業種の自主行動計画が目標達成された場合の２０１０年におけるエネルギー原単位改善割合（参考１）を基に、自主行

動計画を策定している各業種（参考２）を１０の業種区分に大括りし、１０の業種区分毎に原単位改善割合を算定。

※鉱業、建設業、食料品業、紙・パルプ業、化学業、窯業土石業、鉄鋼業、非鉄金属業、機械業、他業種中小製造業の

１０の業種区分（１０の業種区分は自主行動計画における業種の分類とは異なる）

※※業務部門、運輸部門、エネルギー転換部門については業種毎に原単位改善割合を算定。

（Ｂ）活動量

政府経済見通し（「日本経済の進路と戦略」、２００８年１月経済財政諮問会議）を基に、産業構造、貿易構造の変化等を

おりこんで、１０の業種区分別に、２０１０年度の活動量を一定の仮定に基づいて推計（参考３）。

※ 業務部門、運輸部門、エネルギー転換部門については業種毎に２０１０年度の活動量を推計。

（Ｃ）使用するエネルギー種の構成に応じて、燃料種毎の省エネ量を特定して、

それに応じた CO2排出係数を乗じて算定。

注）算定結果は、２０１０年において、自主行動計画による対策がなかった場合の排出量の推計値と自主行動計画による対

策が実施された場合の排出量の推計値の差であって、基準年である９０年のＣＯ２排出量と自主行動計画による対策が実

施された場合の排出量の推計値の差ではない。

③算定根拠

鉄鋼業（注１） 約２，２７０（万 t-CO2）

化学業 約１，５８０（万 t-CO2）

紙・パルプ業 約１，０４０（万 t-CO2）

機械業 約 ５３０（万 t-CO2）

窯業土石業 約 ４４０（万 t-CO2）

非鉄金属業 約 １２０（万 t-CO2）
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鉱業 約 ４（万 t-CO2）

建設業 約 ０（万 t-CO2）

食料品業 約 ３７０（万 t-CO2）

他業種中小製造業 約 １９０ （万 t-CO2）

１０業種 計 約６，５３０（万 t-CO2）

注１）鉄鋼業については、エネルギー転換部門の削減量を含んでいる。

注２）電力のＣＯ２原単位改善による削減量は、上記には含まれない。

注３）排出削減見込量の見通しは、エネルギー統計における業種区分の分類を基礎としているため、自主行動計画を策定し

ている業種毎の数値は算定していない。

注４）削減見込量試算は一定の前提を置いて政府が行った試算であるため、各業種が目標としている排出量見通しとは一致

しない。

（前回目標達成計画での自主行動計画による削減効果との関係）

経済成長や試算対象業種増を踏まえて前回目標達成計画での自主行動

計画による削減効果を再計算したもの

約４，６３０（万 t-CO2）

自主行動計画の拡大・強化（目標の新規策定、定性目標の定量化、目標

の引き上げ）による追加効果
約１，９００（万 t-CO2）

計 約６，５３０（万 t-CO2）

なお、これまで計算対象としていなかった業務部門、運輸部門、エネルギー転換部門の前回目標達成計画策定時点（平成

１７年４月）での効果は、それぞれ約１８０万 t-CO2、約８４０万 t-CO2、約▲４０万 t-CO2 と試算され、今回の自主行動計画の

拡大・強化による追加効果と併せるとそれぞれ約３１０万 t-CO2、約２，１４０万 t-CO2、約１９０万 t-CO2 と評価される。

（参考文献）

・ 「２０１０年のエネルギー需給見通し（案）」、総合資源エネルギー調査会需給部会、２００８年２月

・ 産業構造審議会総合資源エネルギー調査会自主行動計画フォローアップ合同小委員会、中央環境審議会自主行動計画

フォローアップ専門委員会資料、２００７年１２月

・ 農林水産省自主行動計画フォローアップチーム会合資料、２００７年１２月

・ 社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同会議資料、２００７年１２月

・ 厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議資料、２００８年１月

・ 金融審議会総会・金融分科会合同会合資料、２００８年２月

・ 環境自主行動計画［温暖化対策編］－２００７年度フォローアップ調査結果－、社団法人日本経済団体連合会、２０

０７年１１月

・ 「日本経済の進路と戦略」、２００８年１月経済財政諮問会議
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（参考１）エネルギー原単位改善割合について

・自主行動計画において各業界団体の目標としている指標には、エネルギー使用量、エネルギー消費原単位、二酸化炭素排

出量、二酸化炭素排出原単位など各種あるが、全て１９９０年度を１とするエネルギー消費原単位に換算した。

・産業部門においては、自主行動計画に参加している業種をエネルギーバランス表ベースの１０の業種区分に大括りし、自

主行動計画未策定の業種の原単位改善についても一定の仮定を置き、１０の業種区分の生産活動指標当たりの原単位改善割

合を試算した。

・１０の業種区分のエネルギー原単位の改善割合は、（ア）複数の説明変数を用い

て経年変化から回帰推計した対策がなかった場合の各業種のエネルギー原単位と、（イ）各業界団体の自主行動計画が目標

達成された場合の各業種の２０１０年におけるエネルギー原単位、との差である。

※各業種の目標達成の蓋然性について

各業種の自主行動計画における目標達成の蓋然性については、本年１１月５日の産業構造審議会・総合エネルギー調査

会、中央環境審議会合同会合にて「十分に目標達成が可能」又は「今後の対策を十分に実施することにより、目標達成が

可能」であると判断されている。

（参考２）算定対象とした業種

2008 年３月末時点で、産業部門においては 50 業種、業務その他部門については 32 業種、運輸部門については 17 業種、エネ

ルギー転換部門においては 4業種が定量目標を持つ目標を設定し、審議会等の評価検証を受けている。

削減効果算定の対象は、これら１０３業種のうち、政府による効果算定（2008 年２月８日）以降に計画の新規策定や定性的目標

の定量化が政府の関係審議会等において確認された業種等を除いた85 業種（産業部門：49 業種、業務その他部門：19 業種、運

輸部門：14 業種、エネルギー転換部門：3 業種）

※は自主行動計画の拡大・強化を行った業種

○産業部門（４９業種）

鉄鋼業 鉄鋼

化学業 化学※

紙・パルプ業 製紙※

機械業 電機・電子※、自動車部品、自動車※、自動車車体、建設機械、工作

機械、産業車両

窯業土石業 セメント※、石灰製造※、板硝子※、ガラスびん※

非鉄金属業 鉱業※、アルミ※、伸銅※

鉱業 石灰石鉱業、石油鉱業

建設業 建設、住宅生産※

食料品 ビール酒造、スターチ・糖化製品※、乳業、清涼飲料、パン、てん菜糖

※、冷凍食品、植物油、菓子、精糖※、食肉加工品、製粉、コーヒー

※、即席食品※、醤油、缶詰、マヨネーズ・ドレッシング

他業種中小製造業 製薬※、ゴム、染色、電線、ベアリング、産業機械、衛生設備機器※、

造船、舶用機器、鉄道車輌、舟艇※
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○業務部門（１９業種）

銀行※、生命保険※、損害保険※、加工食品卸売、スーパーマーケット※、コンビニエンスストア※、百貨店※、家電量販店※、

ＤＩＹ、情報サービス※、チェーンドラッグストア※、商社※、ＬＰガス※、リース※、倉庫※、冷蔵倉庫、ホテル、新聞※、ペット小売

※

○運輸部門（１４業種）

トラック※、内航海運、旅客船、タクシー※、バス※、民営鉄道、JR 東日本※、JR 西日本、JR 東海※、JR 貨物、JR 九州※、JR

北海道※、通運※、JR 四国※

○エネルギー転換部門（３業種）

石油※、ガス※、特定規模電気事業者※

なお、政府による効果算定（2008 年２月８日）以降、計画の新規策定、定性的目標の定量化、目標の引き上げ等が政府の関係

審議会等において確認された業種は、以下のとおり。

●計画の新規策定

学校

●定性目標の定量化

電気通信事業者、テレコムサービス、民間放送、日本放送協会、ケーブルテレビ、衛星放送、港湾運送

●政府による厳格な評価・検証

ビール酒造

●目標の引き上げ

建設機械、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、百貨店、タクシー、民営鉄道

（参考３）鉱工業生産指数の想定

鉱工業生産指数(IIP)の想定

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010

（年度）

（90年度=1）

食品

鉄鋼

化学

窯業土石

紙パルプ

非鉄地金

機械

その他

出典： 「２０１０年のエネルギー需給見通し（案）」、総合資源エネルギー調査会需給部会、平成２０年２月

（参考４）産業部門の目安としての目標（同部門基準年排出量比▲11.3～▲12.1％）との関係

・ 産業部門の目標は、我が国が現在想定されている経済成長をとげつつ、エネルギー供給側における対策が所期の効果

をあげた場合に達成することができると試算される目安として設定されたものである。

・ また、以下のとおり、産業部門の目安としての目標（▲11.3～▲12.1%）は、本対策のみによって図られるものでは

ない。

－産業部門の目安としての目標には、製造業のみならず農業と非製造業が含まれていること

－「高性能工業炉の導入促進」等産業部門におけるその他の対策の効果も含まれていること



※個々の対策効果の排出削減量見込みを試算

するに際し、対策評価指標以外の想定した

要因とその計画策定時における見込み

排出削減見込量の積算時に

見込んだ前提※

2008

2009

2010

2011

2012

【目標指標】
２００７年度実績

（基準年度比）

ＣＯ２排出量【万t-CO2】

（２００７年度）
備考

エネルギー消費原単位 ▲38.6% 457.9

電力使用量は増加の傾向にあり、携帯電話、インターネット

利用の増大により、２０１０年度目標値より良好なものとなっ

ているが、今後における電力使用量の増加、携帯電話の伸

びの鈍化等を考慮すると楽観できない。

エネルギー消費原単位 ▲0.5% 7.79

ＣＯ２排出原単位 ▲36.1% 33.9

地上デジタル放送への全面移行を２０１１年に控え、２００６年

度をピークに２００９年度までの間は原単位算出に係る設備

投資が増大する特異年度である。

ＣＯ２排出原単位 0.8% 23.99

基準年度比超過は、２００７年４月の統一地方選、７月の参議

院選の実施による選挙関連放送の安定確保のため、万一

に備えての自家発電装置稼働に伴う燃料使用量の増加が

主因と考えられる。

エネルギー消費原単位 ▲6.2% 3.18

２００７年度実績は「目標水準」を０.２％上回ったが、地上デ

ジタル放送への移行に伴う契約世帯の増加が主因と考え

られるが、今後の契約世帯数の伸びの鈍化等を考慮すると

楽観できない。

エネルギー消費原単位 ▲0.7% 0.56

日本放送協会

2004年度

2006年度

テレコムサービス協会

【基準年度】

▲1%

電気通信事業者協会 ▲30%

2006年度

【業種（計画策定主体）】

1990年度

日本民間放送連盟

総務省所管業種

130※

（万t-CO2）

▲10%

【目標水準】

地方公共団体が

実施することが

期待される施策例

対策効果

排出削減見込量

具体的な対策 国の施策

2006年度

○産業界における自主行動計画の推進・強化（業務部門の業種）

▲8%

▲6%

▲10%

日本ケーブルテレビ連盟

衛星放送協会

・自主行動計画において各業種が掲げた

目標達成を見込む。

・削減効果算定の対象は、○を付した

19業種。

※他の省エネ施策と効果が重複。

○前年度（２００7年度）の実績が示せない場合はその理由を備考欄に記載。

各主体ごとの対策

2006年度

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策

Ｂ．業務その他部門の取組

(a) 産業界における自主行動計画の推進・強化

対策評価指標

（2008～2012年度見込

み）

（別紙）「自主行動計画の推進・強化」における各業種の進捗状況（２００7年度実績）

別 1 － 1
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対策名 テレワーク等情報通信を活用した交通代替の推進

１．排出削減量の実績と見込み

２．対策評価指標の実績と見込み

定義・

算出方法

・定義：週８時間以上テレワークを実施する人の総数

・算出方法：テレワーク人口については、Ｗｅｂ回収方式によるアンケート調査結果を、

インターネット利用率（総務省「通信利用動向調査」）、就業者数の分布（総務省「労

働調査年報」）等により補正し算出

３ 排出削減量については、６．「排出削減見込み量の算定根拠等」により算出

出典・

公表時期

・国土交通省「2002 年度テレワーク実態調査」

・国土交通省「平成１７年度テレワーク実態調査」 ※

備考※ 「テレワーク実態調査」については 2008 年度も調査予定
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※前年度実績値が示せない場合、その理由及び実績値把握の早期化のための具体策（2009年 6月

までに実施）を記入

３．対策・施策に関する評価

対策・施策の進捗状況に関する評価

テレワークについては、2010 年までにテレワーカーを就業人口の２割とする政府目標の実現に向

け、2007 年 5 月に「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策定されており、関係省庁が連携し

て着実・迅速に施策を展開中。

実施した施策の概要と今後の予定

2007 年度 （2007 年度の施策の実施状況と、効果を発揮している施策とその判断の理由）

総務省では、中小企業等へのテレワーク普及を促進するため、2007 年度からテレ

ワーク試行・体験プロジェクトを実施し、全国各地の様々な業種の企業・地方公共

団体等約 100 団体に対しテレワークを試行・体験の機会を提供し、テレワークの有

効性への理解を図った。さらに、全国５地域において先進的テレワークシステムモ

デル実験（先進的な技術を活用したテレワークシステムによる様々な社会的効果を

提示・啓発するモデル実験）を実施した。本実証実験では、テレワークによって離

島や中山間地域などの地理的な障壁を克服し、新たな雇用の創出や地域の活性化な

ど、社会的課題の解決にも資するモデル事例を提示・啓発を行い、参加企業等から

概ね高い評価を得ている。また、2007 年 11 月に国際シンポジウム、2008 年 1 月か

ら 3 月にかけて地域セミナー（全国６か所）を開催することで、テレワークの実践

事例や各地域で実施した実証実験の成果を紹介し、通勤や移動を伴わない等新たな

就業形態としてのテレワークの有効性について、広く理解を求めたところである。

また、2007 年度からテレワーク関係設備の導入を行う企業等に対し、固定資産税

の軽減措置を実施する「テレワーク環境整備税制」を創設し、企業におけるテレワ

ークの普及促進を図っている。

さらに、テレワークについては、多様な分野でのテレワークに対する理解の拡大

が不可欠であり、今後も引き続き利用機会の提供や具体的なモデルの提示を通じて、

テレワークの普及啓発を進める必要がある。

[理由]

試行・体験プロジェクト参加者からは、テレワークによって「通勤時間の減少」

や「個人の時間の増加」、「生産性の向上」などの改善効果について高い評価を得て

おり、テレワークが効率化や生産性を維持しつつも交通手段を必要としない有効な

働き方であることが示されている。このように、テレワークによってワーク・ライ

フ・バランスが向上するなど、多様な改善が期待されていることから、テレワーク

の普及により、交通代替が加速し、結果として環境負荷軽減にも寄与するものと考

えられる。
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2008 年度 （2008 年度に実施中の施策の概要、予算額等）

・ 2008 年度においても、テレワーク普及促進のための実証実験（テレワーク試行・

体験プロジェクト及び先進的テレワークシステムモデル実験）、セミナー等普及啓

発を実施し、他省庁とも連携しつつ、交通代替によるＣＯ２削減等、環境負荷低

減等に資するテレワークの有効性を広く啓発する予定。

[予算額]

・299 百万円

2009 年度以

降

（2009 年度以降予定している施策について今年度施策との相違がわかるように記

述）

2009 年度以降も、テレワーク普及促進のための実証実験を実施し、セキュリティ

を確保しつつ、より高度なネットワーク環境を利用した次世代のテレワークモデル

システムを構築、その有効性を広く提示するとともに、テレワーク環境整備税制を

拡大・延長すること等を通じて、より広い適用分野でのテレワークの導入展開を図

る。
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４．施策の内容とスケジュール

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

テレワーク

普及のための

実証実験

（２．９億円）

開始

テレワーク

環境整備税制

開始
終了

テレワーク

推進フォーラム

設立
継続

施策の全体像 実績及び予定

［法律・基準］ 2007 年度実績

2008 年度実績

2009 年度予定

［税制］

・テレワーク環境整備税制

テレワーク関係設備の導入を行う企業等に対

し、固定資産税の軽減措置を実施

2007 年度実績 2007 年度に制度創設。

2008 年度実績 （2008 年度も継続）

2009 年度予定

［予算・補助］

・平成 20 年度予算「テレワーク共同利用型システ

ム実証実験」

2007 年度実績 286 百万円（2007 年度実績）

テレワーク試行・体験プロジェ

クト（企業等にテレワークを試

行・体験いただく機会の提供）及

び先進的テレワークシステムモ

デル実験（先進的な技術を活用し

たテレワークシステムによる

様々な社会的効果を提示・啓発す

るモデル実験）を実施。

2008 年度実績 299 百万円（2008 年度予定）

2007 年度に引き続き、テレワ

ーク試行・体験プロジェクト及び

先進的テレワークシステムモデ

ル実験を実施するとともに、利便

性が高く、多様な就労環境に適応

し、安心・安全な次世代高度テレ

ワークシステムの実証実験を実

施予定。

終了予定

延長要望
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2009 年度予定 2007 年度に引き続き、テレワ

ーク普及促進のための実証実験

を実施するため、必要な経費につ

いて平成２１年度予算を要求中。

［融資］ 2007 年度実績

2008 年度実績

2009 年度予定

［技術開発］ 2007 年度実績

2008 年度実績

2009 年度予定

［普及啓発］

・地域セミナーの実施

2007 年度実績 2007 年度における実証実験の

成果や地域でのテレワークの実

践事例等を紹介し、テレワークの

普及・啓発を図るセミナーを全国

５か所で実施。

2008 年度実績 実証実験の成果や地域でのテ

レワークの実践事例等を紹介す

るテレワークの普及・啓発を実施

予定。

2009 年度予定 実証実験の成果や地域でのテ

レワークの実践事例等を紹介す

るテレワークの普及・啓発を実施

予定。

［その他］

・産学官からなる「テレワーク推進フォーラム」

（平成１７年１１月１０日設立）の活動と連携し

て調査研究やセミナー等の普及活動を実施。

2007 年度実績 テレワークの普及のための調

査研究を実施するとともに、講演

会やシンポジウム等を開催し、テ

レワークの理解促進を図った。

2008 年度実績 （2008 年度も継続）

2009 年度予定
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５．排出削減見込み量の算定根拠等

「排出削減見込量」の算出に至る計算根拠・詳細（内訳等）説明

＜積算時に見込んだ前提＞

・ 2010年に約1,300万人（就業者人口6,500万人の20％）が業務の一部をテレワークにより実施。

・ テレワークにより鉄道、乗用車、バスによる通勤交通量が削減されるが、テレワークによって公共

交通機関の本数が直ちに減少することは考えにくいという中央環境審議会・産業構造審議会での指

摘を踏まえ、テレワークによる排出削減見込量としては鉄道、バスを含まず乗用車のみとして算出。

＜積算の根拠＞

・ 2010年の就業者数：約6,500万人(推定)

・ テレワーク人口（就業者数の20％）：約1,300万人（※１）

・ 雇用型テレワーカー人口：約975万人（テレワーク人口約1,300万人×75％＝975万人）

（75％は雇用型テレワーカー：自営型テレワーカーの比率）（※２）

・ 雇用型テレワーカーのテレワーク実施率：20％（週１日相当）

・ 一人当たりの年間通勤交通量：乗用車1,600km(統計資料等から推定※※)

・ 環境負荷原単位(g-C/人/km)：乗用車45g（※３）

・ テレワーク人口（人）×実施率（％）×１人当たりの年間通勤交通量（ｋｍ）×環境負荷原

単位（ｇ－Ｃ/人/ｋｍ）

・ 乗用車：975万人×20%×1,600km×45g＝14.0万ｔ－Ｃ

・ ＣＯ２への換算：14.0×（44/12）＝５０．４万ｔ－ＣＯ２（44：ＣＯ２分子量、12：Ｃ原子量）

※※一人当たりの年間通勤交通量の推定根拠

①交通機関の用途別利用割合

（出典）「平成11年度全国都市パーソントリップ調査」による。

（なお、京都議定書目標達成計画目標値の積算にあたっては、平成４年度のパーソントリ

ップ調査を用いていたが、平成11年度調査の方がより多くの年を対象としていること、

最新年次の交通実態を把握していることから今回見直しにあたっては、こちらの調査を

用いることとした。）

〈平日の交通目的構成〉

・通勤15.5％、通学7.3％、業務9.2％、帰宅41.8％、私用26.2％

・帰宅の分類

→通勤(15.5)：通学(7.3)：業務(2.3(◆))：私用(26.2)で按分すると、

帰宅について通勤12.6％、通学5.9％、業務1.9％、私用21.3％の割合になる。

(◆業務については、「自宅から業務先へ」「勤務先から業務先へ」「業務先から勤務先へ」「業

務先から業務先へ」という区分があることから、業務先から自宅への割合を25％とおいた。)

上記数値を合わせ往復の割合を計算すると、

通勤28.1％、通学13.2％、業務11.1％、私用47.5％
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の比率で、交通機関を利用することとなる。･･･①

②旅客輸送量

（出典）「平成17年度陸運統計要覧」（国土交通省総合政策局）による。

・ １年間の自動車旅客輸送量（走行キロ）合計

乗用車 510,914（百万キロ）（※乗用車は自家用登録車と自家用軽自動車の合計）

・ 就業者人口（2010年）：6,500万人

・ 週休２日制：5／7

◎就業者一人当たりの年間通勤輸送量の推定

「（一年間の自動車旅客輸送量）×（5/7（週２日））×通勤率（①28.1％）÷就業者人口（65百

万人）」で算出

510,914×5/7×28.1％／65＝1,578キロ･ ･･②

上記算出結果②を基に数値を丸め、乗用車 1,600km とした。

（参考）データの出所等

※１ テレワーク人口倍増アクションプラン（平成１９年５月 29 日テレワーク推進に関する関係省庁

連絡会議決定・IT 戦略本部了承）

※２ 平成１７年度テレワーク実態調査（国土交通省）

※３ 平成１２年度交通関係エネルギー要覧（国土交通省）
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